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第2節 昭和50年代後半のわが国農業地域の地域的差異  







（a）圃場条件（農業生産条件）が経営耕地規模拡大の観点からみて良条件の場合，   
都市に遠い方から都市に向かって，貸し手市場，勢力伯仲市場，借り手市場の順   
に変化する。   
払）圃場条件（農業生産条件）が経営耕地規模拡大の観点からみて中（良と悪の中   
間）条件の場合，都市に遠い方から都市に向かって，良条件の場合と同様に，貸   
し手市場，勢力伯仲市場，借り手市場の順に変化する。ただし，圃場条件（農業   
生産条件）が良条件の場合より，勢力伯仲市場も借り手市場もいっそう早くに出   
現する。  
（c）圃場条件（農業生産条件）が経営耕地規模拡大の観点からみて悪条件の場合，   
良条件・中条件の場合と違って，都市に遠い方から都市に向かって，閉塞市場，   
借り手市場の順に変化する。そのとき，圃場条件（農業生産条件）が中条件の場   
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需給地面填率  需給地面横率   
??????????
需給地面横率   需給地面横率  
注：需要地面積率（％）＝儒要地面積／農地面積）×1川   
供給地面積率（％）＝（供給地両横／農地面積）×1州   
小作料率（％）＝（10アール当り小作料／1け－ル当り純生産）×1掴  
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前提2 農地の貸出希望者と借入希望者の存続期間の長短に関する前提  
農地賃貸借において，概して，貸出希望者は短期の存続期間を，また借入希望  
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村」と考えることにすると，前提1－（c）により，都市に遠い方から都市に向かって，閉  
塞市場型山間農村，借り手市場型山間農村の2地帯に区分され，そのとき，借り手市場は，  







のように表すことができるであろう。   
次に，当時の「普通農村地域」のこれら6つの地帯の農地賃貸借等に関する特徴につ  
表1地帯別の農地賃貸借等の特徴（昭和50年代後半）  
都 市 部  
地域区分  普 通 農 村地 域  近郊農村地域  および都市地域   
地 帯 区 分   貸し手市場型   勢力伯仲市場型    借り手市場型  近郊農村およ  
良  平坦農村〔Ⅰ〕   平坦農村〔Ⅳ〕    平坦農村〔Ⅵ〕  び都市〔Ⅶ〕  
農地賃貸借  勢力伯仲市場    借り手市場   借り手市場  
市場の性格  
圃  
農等  短  期  中  細  長  期   短  期  
地の  
貸樽  高水準  中水準  低水準   嘩低水準  
件  
借   総兼業化  大規模層析出  総兼業化  資産的農地保有  
地 帯 区 分   貸し手市場型  勢力伯仲市場型    借り手市場型   近郊農村およ  
場  中間農村〔Ⅱ〕  中間農村〔Ⅴ〕    中間農村〔Ⅵ〕   び都市〔Ⅶ〕  
農地賃貸借  借り手市場  
市場の性格  
条  
農等  中  期  長  期  短  期  
地の  
賃特  中水準  低水準   極低水準  
条  
借   総兼業化  資産的農地保有  
地 帯 区 分   閉塞市場型  借 り 車 市 場 型    近郊農村およ  
悪  山間農村〔Ⅲ〕  山 間 農 村．〔Ⅵ〕  び都市〔Ⅶ〕  
農地賃貸借  借 り 手 市 場  借り手市場  
市場の性格  
件  
農等  明 長  期  短  期  
地の  
貸特  不  低 水 準  極低水準  
件  
借   総 兼 業 化  資産的農地保有   
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図2 地帯別の需給両曲線（昭和50年代後半）  
♯ 市 部  
軍 通 農 牢乎 地 域  
近矧闇崇拝寸地域  
およ乙闇市fl旦域   
0  
焉給地面横率  無給地面横車  
貸し手市場型平坦農村（Ⅰ】  勢力伯仲市場型平坦農村【Ⅳ）   
田  小 作 料  D  小 作 料  
蕾寸   0  
需給地面横車   需給地面横率  
貸し手市場型中間農村＝Ⅰ】  勢力伯仲市場型中間農村（Ⅴ）   
小  小  
作  作  
料  料  
率  串   
b画   
LU  小      作  S   
著寸■  0  0  0  
需給地面積串  面積率  鳶絵地面確率  
閉塞市場型山間農村川り  借り手市場型平坦・中間・山間農村【叩  近郊農村および都市【Ⅶ）   
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について検討することにしたい。   
この地域は，形式的には，近郊農村と都市の2つの地帯に区分することができる。ま  
た，行政的にも，都市は都市計画区域の市街化区域（都市計画法）に，近郊農村は都市  
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計画区域の市街化調整区域（都市計画法）でかつ農振地域（農振法）である区域に，そ  



































































であったのではなかろうか。   
こうして，昭和50年代後半時点におけるわが国は，①貸出希望者がほとんどいなくて  
給兼業農家化している貸し手市場型平坦農村〔Ⅰ〕や貸し手市場型中間農村〔Ⅱ〕，②  
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第3節 現時点におけるわが国農業地域の地域的差異  






前提1 農地賃貸借市場の性格に関する前提  
農地賃貸借市場の性格は，  
（a）囲場条件（農業生産条件）が経営耕地規模拡大の観点からみて良条件の場合，   
都市に遠い方から都市に向かって，貸し手市場，勢力伯仲市場，借り手市場の順  
に変化する。   
ぬ）圃場条件（農業生産条件）が経営耕地規模拡大の観点からみて中（良と悪の中  
間）条件の場合，都市に遠い方から都市に向かって，良条件の場合と同様に，貸  




良条件・中条件の場合と違って，都市に遠い方から都市に向かって，閉塞市場，   
借り手市場の順に変化する。そのとき，圃場条件（農業生産条件）が中条件の場  
合より，借り手市場は一段と早く出現する。  
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いずれもが，都市に遠い方から都市に向かった場合，昭和50年代後半時点のそれ   
























期間を好む傾向が支配的となってきているのである。   
また，借入希望者が長期の存続期間を好むのは，農業経営の安定のためには，借入希  
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衰2 地帯別の農地賃貸借等の特徴（現在）  
都 市 部  
地域区分  普 通 農 村 埠 域  近郊農村地域  
および都市地域   
地 帯 区 分   貸し手市場型    勢力伯仲市場型    借り手市場型  近郊農村およ  
良  平坦農村〔Ⅰ〕    平坦農村〔Ⅳ〕    平坦農村〔Ⅵ〕  び都市〔Ⅶ〕  
農地賃貸借  勢力伯仲市場    借り手市場  借り手市場  
市場の性格  
固  
農等  短  期  中  期  長  期   短  期  
地の  
貸特  高水準  中水準  低水準   極低水準  
件  
借   総兼美化  大規模層析出  総兼業化  資産的農地保有  
地 帯 区 分   貸し手市場型   勢力伯仲市場型    借り手市場型   近郊農村およ  
場  中間農村〔Ⅰ〕   中間農村〔Ⅴ〕    中間農村〔Ⅵ〕   び都市〔Ⅶ〕  
農地賃貸借  借り手市場  
市場の性格  
条  
農等  中  期  長  期  短  期  
地の  
賃特  中水準  低水準  極低水準  
条  
倍   
地 帯 区 分   閉塞市場型■  借り手市場型    借り手市場型    近郊農村およ  
悪  山間農村〔Ⅲ〕  山間農村＊〔Ⅵ＊〕    山間農村〔Ⅵ〕  び都市〔Ⅶ〕  
農地賃貸借  借り手市場  借り手市場  借り手市場  
市場の性格  
件  
農等  短  期  長  期  短  期  
地の  
賃特  低水準  低 水 準  極低水準  
件  
借   
ると，圃場条件が良・中条件の場合の勢力伯仲市場，ならびに良・中・悪条件の場合の  
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り，いっそう早くに出現するよう措かれている。   
次に，現時点における「普通農相地域」のこれら7つの地帯の農地賃貸借等に関する  












になってしまう。   
次に，閉塞市場型山間農村〔Ⅲ〕は，都市へのアクセス条件（労働市場条件）におい  
て，貸し手市場型平坦農村〔Ⅰ〕や貸し手市場型中間農村〔Ⅱ〕と大きく異なるところ  
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図3 地帯別の需給両曲線（現在）  
都 市 部  
普 通 農 著寸 地 域  ≡廷吏交隕ヰ寸地域  
および者仔市利生城   
坦  
平  農  
著す   0  
需給地面横車  需給地面横率  
貸し手市場型  勢力伯仲市場型  
平坦農村＝＝  平坦農村（Ⅳ）   
田 間 農 著す  小 作D 料 串S 戸 0  
需給地面横車  需給地面確率 
貸し手声場型  勢力伯仲市場型  
中間農村＝Ⅰ）  中間農村【Ⅴ）   
作  
＝竺竺   
農   S   
手攣l S  
焉絵地面横串   琴絵坤面積率  鱒地面横車   需給地面横串  
閉塞市場型  借り手市場型  借り手市場型  
山間農村川り  山間農村●（Ⅵ●）    平坦・中間・山間農村【Ⅵ）   近郊農村および都市tⅦ）  
























ど中間におさまる中水準になるであろうことは，いうまでもない。   
このような勢力伯仲市場型平坦農村〔Ⅳ〕（勢力伯仲市場型中間農村〔Ⅴ〕も同様）  
では，おおむね所有農地面積の中軸層を分解基軸として農民層の分解が進み，相当程度  
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本節の前提2により農地賃貸借の存続期間はおおむね借り手に有利な長期となり，また  






















3「近郊農村地域および都市地域」の場合   
以上，現在の時点における「普通農村地域」の7つの地帯区分と，それら地帯別の農  
地賃貸借等の特徴について検討してきた。そこで，次に，現時点における「近郊農村地  
域および都市地域」について考察を加えることにしよう。   
「近郊農村地域および都市地域」は，形式的には近郊農村と都市の2地帯に区分する  
ことができるが，近郊農村も都市もともに農地賃貸借市場の性格という観点からみる限  
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表3 賃借権設定総面積に占める存続期間別設定面積割合  
（利用権設定等促進事業，平成2年／3年平均）  
単位：％  
短 期  中 期  長 廟  計  短 期、  中 期  長 期  計   
全 国  45．0  24．0   31．0   100  東 山  56．2  29．1   14．7   100   
北海道  53．5   6．2  40．3   100  東 海  46．9  41．4   11．8   100  
都府県  41．4  31．7  26．9   100 近 畿  45．8  32．7  21．5   100   
東 北  25．5  30．1  44．5   100  中 国  63．3  24．1   1 ．7   100   
関 東  40．2  38．8  21．0   100  四 国  62．6  21．6   15．8   100  
北 陸  33．1  30．3  36．7   100  九 州  39．3  33．5  27．3   100  
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表4 現時点における地帯別シェアーの模式的表現  
存続期間短期   存続期間中期   存続期間長期  
（～5年）   （6－9年）   （10年～）   
シェアー   45％   24％   31％   
●借り手市場型   ●勢力伯仲市場型   ●借り手市場型  
山間農村＊〔Ⅵ＊〕   平坦農村〔Ⅳ〕   平坦・中間・山間  
（中国，四国，東山）  勢力伯仲市場型   農村〔Ⅵ〕  
【約15％】  中間農村〔Ⅴ〕   （東北，北陸）  
地帯  （東海，関東，近畿）   （北海道）  
●近郊農村および  （九州）   （九州）  
都市〔Ⅶ〕   （北陸，東北）   【約30％】  
（東海，近畿，関東）  【約25％】   





















第4節 両時点間のわが国農業地域の地域的差異と推移の要因  
その時から10～15年が経過した。事態はどのように推移したのであろうか。前節でみ  
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要曲線の右上へのシフトは発生せず，山間農村においては，需要曲線のシフトに関して  












（1）線引きが，地域住民の意向と地域行政の将来計画を予想して実施されたものであったことを   
思い起こせば，このような対応は納得のいくところであろう。  
（2）筆者は，かつて，拙著『現代農地経済論』（昭和59年，ミネルヴァ書房）の第5章で，同様の   
観点から，昭和50年代後半における「農地賃貸借の経済分析」を行ったことがある。それと比   
較すると，本節の分析は，中山間農村の分析にも耐え得るよう，圃場条件（農業生産条件）の   
遠いに関して，いっそう細かな配慮を行っている点で異なっている。  
（3）農地賃貸借の存続期間の長短については，それが5年以下のものを短期，6－9年のものを   
中期，そして10年以上になった場合を長期と捉えて，本稿では分析を試みている。なお，利用   
権設定等促進事業（農用地利用増進法）の農地賃貸借について，農地賃借権設定総面積に占め   
る存続期間別農地貸借権設定面積の割合は，昭和55年／56年全国平均でみて，存続期間1－2年   
のものの割合が7．4％，3～5年のものの割合がおよそ76％，6－9年のものの割合がおよそ  
10％，そして10年以上のものの割合が6．9％となっていた。ただし，存続期間3～5年のものと   
6－9年のものの割合については，『農地の移動と転用』（農林水産省構造改善局）を用いて，   
次のようにして算出した。すなわち，①存続期間6～9年のもののほとんどが存続期間6年で   
あったこと，また，②存続期間6年以上の賃貸借に関しては，貸し手に農地流動化奨励金が交   
付されていたこと，以上2つの理由により，「6－9年」の存続期間のものとして『農地の移動   
と転用』に計上されている数値の80％は，奨励金がないとしたならば「5年」の存続期間を望   
んでいた，と想定することにより算出した。  
（4）注（3）で触れたが，利用権設定等促進事業（農用地利用増進法）の農地賃貸借について，賃   
借権設定総面積に占める存続期間別貸借権設定面積の割合は，昭和55年／56年全国平均でみて，   
存続期間5年以下の短期のものがおよそ83％，6－9年の中期のものがおよそ10％，10年以上   
の長期のものがおよそ7％であった。  
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